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計画策定の背景及び趣旨

　すべてのこども・若者が個人として尊重され、必要に応じて地域や社会全体から支援を受けら
れる環境を整え、自分の意見や考え、希望をもち、周囲と支え合いながら成長し、身体的、精神
的、社会的に自分らしく幸せに生きていける川根本町を実現するために本計画を策定します。

計画の対象

　こども、こどもの親、若者を取り巻くすべての構成員を対象とし、さらに国の「こども基本法」に
おいて、「こども」は、心身の発達の過程にある者をいい、一定の年齢で上限を定めないとされて
いることから、本計画においても一定の年齢上限は定めないものとします。

計画の期間

　令和７年度から令和11年度までの５年間とします。
　なお、本計画は令和11年度中に見直しを行い、令和12年度を初年度とする第２期計画を策定
する予定ですが、本計画における施策が社会情勢の変化の中で効果的に実現するよう、計画期
間中においては進捗状況を管理・検証し、必要と判断される場合には見直しを行うこととします。

計画の性格と位置づけ

　この計画は「こども基本法」第10条第２項に基づき、以下の計画を一体的に策定したものです。

・子ども・子育て支援法第61条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」
・母子及び父子並びに寡婦福祉法第12条第１項の規定に基づく「自立促進計画」
・子ども・若者育成支援推進法第９条第２項に基づく「市町村子ども・若者計画」
・次世代育成支援対策推進法第８条第１項に基づく「次世代育成支援行動計画」
・こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律第10条第２項に基づく
 「こどもの貧困解消計画」
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基本理念

　当町では、「豊かな自然に抱かれてかがやく未来～わくわくと 共に育てよう川根本町の子ども
たち～」を基本理念として、次世代育成支援行動計画と子ども・子育て支援事業計画を一体的に
策定し、こども・子育て施策を推進してきました。平成29年度に策定した第２次川根本町総合計
画における、子育て支援の目指す方向性では「自然とのふれあいなど、地域特性を活かした取組
をすすめ、結婚・出産・子育てがしやすい環境を作ります」と掲げられており、これまでの基本理念
は総合計画における目指す方向性と同じであるといえます。「川根本町こども計画」においても、
これまでの理念を踏襲し、さらなる施策の拡充に取り組みます。

　「子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）」は、世界中すべてのこどもたちがもつ人権
（権利）を定めた条約です。この条約は平成元年11月20日に国連総会で採択され、日本を含めた
世界196の国・地域が締約しています。
　子どもの権利条約は、こどもが守られる対象であるだけでなく、権利をもつ主体であるという
考え方に大きく転換させた条約であり、条約の定める様々な権利に共通する基本的な考え方とし
て次の４つの原則が掲げられています。
　当町においても、「こどもは権利の主体である」という考え方のもと、施策を推進します。

●差別の禁止（差別のないこと）
 すべてのこどもは、こども自身や親の人種や国籍、性、意見、障がい、経済状況などどんな理由 
 でも差別されず、条約の定めるすべての権利が保障されます。
●こどもの最善の利益（こどもにとって最もよいこと）
 こどもに関することが決められ、行われるときは、「そのこどもにとって最もよいことは何か」を 
 第一に考えます。
●生命、生存及び発達に対する権利（命を守られ成長できること）
 すべてのこどもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸ばして成長できるよう、医療、  
 教育、生活への支援などを受けることが保障されます。
●こどもの意見の尊重（こどもが意味のある参加ができること）
 こどもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、大人はその意見を 
 こどもの発達に応じて十分に考慮します。

豊かな自然に抱かれてかがやく未来
～わくわくと　共に育つ川根本町のこどもたち～

こどもの権利について
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１．
こども・子育て
支援サービス
の充実

（１）
教育・保育
サービスの充実

①教育・保育事業の充実

②放課後児童対策の推進

③いつでも気軽に利用できる子育て支援施設の充実

④多様なニーズに応じた保育サービスの充実

①地域全体で子育てを支援する意識の啓発

②子育て世帯の相互交流の推進

③子育てボランティア組織の育成

④子育て家庭を支援する講座・教室等の充実

⑤こどもたちと高齢者などの地域の大人との交流

⑥外に出ない（出られない）親への支援・フォロー

⑦こどもの養育を支援するサービスの充実

①自分の健康づくりを身につける力の醸成

②青少年健全育成事業

③いじめ・非行・不登校などへの対応の充実

④郷土を愛し誇りとするこどもを育てる

⑤読書の習慣化

①子育てを支援する温かな相談体制づくり

②情報発信体制の充実

（３）
地域で子育てを支援
する環境整備

（４）
こどもの健全育成

（２）
情報発信・相談支援
体制の充実

施策の体系
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３．
困難を抱える
こども・若者、
家庭への支援

４．
子育てができる
環境づくり

２．
職業生活と
家庭生活との
両立の推進

（１）
就労支援、
定住化の促進

（２）
仕事と子育ての
両立の推進

（１）
児童虐待防止対策
の充実

（２）
厳しい環境に置かれた
こども・若者への支援

（１）
子育て世帯が子育て
しやすい環境の整備

（２）
安心・安全な子育て
環境の充実

（３）外国人幼児・児童等 
 への支援の充実

（５）困難を抱えるこども・ 
　  若者やその家族に
　  対する支援体制の充実

（４）障がい児への支援の
　  充実

（３）
出会い・結婚支援の充実

①就職支援と起業支援

②定住化の促進

①仕事と子育てが両立できる保育体制等の充実

②働きやすい環境づくりに向けた企業への働きかけ

①出会い・結婚支援の充実

①児童虐待の発生予防と早期発見・早期対応の体制づくり

②関係機関との連絡調整

①ひとり親家庭への支援

②こどもの貧困への支援

③ヤングケアラーへの支援

④こども食堂等の取組への支援

⑤児童・生徒への学習の機会の確保や学びの継続への支援

①外国人幼児・児童等への支援の充実

①障がい児への支援の充実

①困難を抱えるこども・若者やその家族に対する
　支援体制の充実

①経済的な支援

②こどもの遊ぶ機会や文化・芸術にふれる機会の充実

③こどもや子育て家庭の居場所の整備

①交通安全対策等の充実

②防犯体制の充実

③地域医療体制の充実
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　すべての子育て家庭が安心して子育てをするためには、教育・保育サービスを充実させるとと
もに、こどもたちがその子らしく成長できる支援や不安や悩みを抱える子育て家庭のための相談
支援など、これまで町にはなかった仕組みや支援が求められています。
　現在ある教育・保育サービスの充実や相談支援体制の充実、各種サービスに関する情報提
供、地域で一体となって支援する環境づくりの再構築などを通じて、こども・子育て支援サービス
の充実を図っていきます。

基本目標 0１ こども・子育て支援サービスの充実

　結婚・出産・子育てを希望する人がその希望をかなえ、こどもをもつ家庭が家庭生活と子育て
の両立ができ、希望するこどもをもつことができる環境の整備が必要です。
　当町で自分の家族をもち、自分の理想の家庭を築いていけるよう、地域の特性に応じた支援
や環境整備に取り組んでいきます。

基本目標 02 職業生活と家庭生活との両立の推進

　すべてのこどもが心身の状況、置かれている環境等にかかわらず誰一人取り残されることなく
幸せに生活でき、生きづらさを感じない環境の整備が必要です。
　また、児童虐待防止対策の推進や、外国人子育て家庭、障がい児への支援、相談体制の充実
を通じて、困難を抱えるこども・若者やその家族を支援していきます。

基本目標 03 困難を抱えるこども・若者、家庭への支援

　子育てしやすい環境の整備は、すべての子育て家庭が子育てに前向きに取り組むために必要
不可欠です。子育てに係る既存の各種経済支援や遊び場の維持拡充、防犯体制や地域医療体制
の充実を通じて、子育てしやすい環境づくりを進め、子育ての楽しさや喜びを感じながら子育て
ができる町となるよう取り組んでいきます。

基本目標 04 子育てができる環境づくり
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量の見込みと確保方策

　子ども・子育て支援法第61条に基づき、「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」につ
いて今後５年間の「量の見込み」（必要数等）及び「確保の内容」（定員数等）を定めます。

＜こども数の推計＞ 単位：（人）

＜教育・保育の量の見込みと確保方策＞ 単位：（人）

実績値

事業名等 区分

量の見込み

確保方策

量の見込み

確保方策

量の見込み

確保方策

０

０

４６

８２

２９

５８

０

０

４２

６４

２３

４６

０

０

４４

６４

２３

４６

０

０

４４

６４

２３

４６

０

０

３８

６４

２１

４６

令和７年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

将来推計値

※推計方法：コーホート変化率法

０歳

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

０～５歳

６歳

７歳

８歳

９歳

10歳

11歳

６～11歳

０～11歳

１号認定（３～５歳）

２号認定（３～５歳）

３号認定（０～２歳）

令和６年度

12

19

13

10

22

16

92

16

25

21

28

25

32

147

239

令和７年度

12

13

19

12

10

22

88

18

16

25

22

27

25

133

221

令和８年度

12

13

13

18

12

10

78

22

18

16

26

21

27

130

208

令和９年度

11

13

13

12

18

12

79

11

22

18

17

24

21

113

192

令和10年度

10

12

13

12

12

18

77

13

11

22

19

16

24

105

182

令和11年度

9

11

12

12

12

12

68

19

13

11

22

18

16

99

167
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TEL：0547-56-2224（直通）
FAX：0547-56-1117

＜地域子ども・子育て支援事業＞

● 時間外保育事業 ● 子育て短期支援事業（ショートステイ）
● 地域子育て支援拠点事業 ● 一時預かり事業
● 病児・病後児保育事業 ● ファミリー・サポート・センター事業
● 利用者支援事業 ● 妊婦健診
● 乳児家庭全戸訪問事業 ● 養育支援訪問事業
● 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） ● 子育て世帯訪問支援事業
● 児童育成支援拠点事業 ● 親子関係形成支援事業
● 妊婦等包括相談支援事業 ● 産後ケア事業
● 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） ● 実費徴収に係る補足給付を行う事業
● 多様な事業者の参入促進・能力活用事業

※地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策は計画書本編に掲載しています。

計画の推進

　計画策定時の担当課、健康福祉課だけでなく、庁内関係各課と連携しながら、円滑かつ柔軟に
計画を推進していきます。また、町内の保育所・幼稚園・学校・地域等との連携を強化することで、
町全体で子育てを支援していく体制を整備します。
　また、子育てに対する支援だけではなく、子育ての楽しさや喜びについての情報発信・啓発も
実施していきます。

１. 推進体制

　計画の具体的な進行を確認するために子ども・子育て会議を開催し、進捗状況の把握や新たな
取組などの検討を行います。また、施策の進捗状況を検証し、改善する仕組み（ＰＤＣＡサイクル）を
確立することで、効果的かつ効率的に計画を推進していきます。
　さらに、こどもに対しては、学校の協力を得たり、こどもが集まる事業等を活用し、計画の取組
状況を情報発信し、その中で計画に対する意見を聞き取ります。また、町の広報誌やホームページ
ヘの掲載などを通じて計画の進捗状況を定期的に公表し、住民の声を反映できる体制を整え、
計画を推進していきます。

2. 計画の点検・評価

５か年計画策定

改善策の検討

計画に基づく
効果的な
事業実施

事業成果、
実績の分析


